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紀北東道路法面

太陽光発電設備 占用予定者 募集要項

１．募集の趣旨

国土交通省近畿地方整備局（以下「道路管理者」という。）が管理する一般国道２４号

・京奈和自動車道・紀北東道路（以下「紀北東道路」という。）における太陽光発電設備

の道路法第３２条の規定に基づく道路の占用の許可に際して、占用希望者の競合が想定さ

れることから、公平性・透明性を確保するため、紀北東道路の法面に太陽光発電設備を設

置し、占用しようとする者（以下「占用予定者」という。）を公募します。

応募される方は、この募集要項をお読みいただき、次の各事項をご承知の上、お申し込

みください。

２．募集提案の概要

（１）募集提案の内容

紀北東道路の道路法面（下記（２）参照）を占用して太陽光発電設備を設置し管理

するとともに、道路の維持点検を行うなど道路管理者、さらに、道路利用者や地元に

寄与するような施策等（以下「提案施策」という。）を実施することが可能な占用予

定者を公募します。

提案施策については、占用区域以外を含めていただいても構いません。

（２）占用場所・面積

所 在 地 占用可能面積

和歌山県紀の川市北勢田地先 約６，１００㎡

紀北東道路 南側法面

（109.7kp 付近~110.2kp 付近）

（別添図面参照）

（３）占用計画書の提出と占用許可

この公募により選定された占用予定者は、設置工事前に、提案施策に基づく計画書

（以下「占用計画書」という。）を和歌山河川国道事務所に提出し確認を受けた後、

道路法第３２条に基づく許可を受けていただく必要があります。

占用計画書には、下記の事項について定めるものとします。ただし、道路管理者が

必要ないと判断したものは除くものとします。

１．占用予定者が行う点検等の要領

要領には次に掲げる事項を定めること。なお、３．応募資格要件（１）の内容は

必須とします。

ａ．点検等の範囲に関する事項

ｂ．点検等の対象に関する事項

ｃ．点検等の内容に関する事項
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（一）点検項目

（二）点検時期

（三）点検方法

（四）清掃、除草等の時期

（五）清掃、除草等の方法

ｄ．点検等の体制に関する事項

ｅ．点検等の記録に関する事項

ｆ．点検等の結果の報告に関する事項

ｇ．その他当該道路の管理上必要と認められる事項

２．その他、提案施策に基づく内容

（４）占用の期間

占用期間は、５年以内とします。

占用期間の更新は、５年毎として最大で３回を上限とします。

例えば、

平成２７年度に許可を受けた場合の占用期間は、平成３２年３月３１日までとなり、

３回の更新によって、最長で平成４７年３月３１日までとなります。

なお、更新は、道路法第８７条に基づき占用許可に際して付される条件（以下「占

用の許可の条件」という。）（条件案は別紙１及び別紙２を参照。占用の許可の条件

は占用許可時に追加、変更することもあります。）及び３．応募資格要件を満たして

おり、かつ道路管理者が占用に支障がないと判断した場合に限り許可することとしま

す。

また、占用期間が満了又は占用を廃止した場合は、道路法第４０条に基づき、占用

物件を除却し、占用予定者の負担で道路を原状に回復する義務が生じることに留意し

て下さい。

（５）占用料

①占用料の額

占用料は、道路法施行令第１９条第１項別表に基づき、占用面積１㎡につき年間

６４０円です。なお、３．応募資格要件（１）に掲げる内容を除いた道路維持管理

への協力（占用区域以外の除草、清掃、植樹の剪定又は道路施設への電力供給など）

が行われると道路管理者が認めた場合にあっては、*政策減免の適用により９０％

を減額します。ただし、占用料は政令の改正や政策減免の見直し等により改定され

る場合があります。

＊政策減免・・・道路法において占用料を徴収することができない場合として

法令に定められているもののほか、直轄国道においては、特に必要があると認

める場合には、占用料を減額することしており、これを政策減免といいます。

②占用料の支払い

占用料の支払いは、占用を許可したときに当該年度分（月割）を支払い、次年度
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以降においては、当該年度の占用料を毎年会計年度の初めに支払うものとします。

③占用料の還付

既納の占用料は、特別な場合を除いて還付しません。

（６）占用許可物件の権利設定及び譲渡の禁止

当該物件の権利を譲渡、転貸、あるいは担保に供することはできません。

（７）占用物件の構造

太陽光発電設備の構造等については、次のとおりとします。

①太陽光発電設備の設置により道路通行者等の視界を妨げたり、太陽光発電設備

が太陽光等を反射して車両の運転を妨げたりすることにより道路交通に支障を

及ぼすおそれのないこと。また、農作物や周辺地域に対して太陽光の反射によ

る影響を及ぼすおそれのないこと。

②広告物の添架及び広告のための塗装を一切行わないこと。

③意匠、構造及び色彩は、周辺の環境と調和するものであり、信号機、道路標識

等の効用を妨げないものであること。

④倒壊、落下、剥離、汚損、火災、荷重、漏水その他の事由により道路の構造又

は交通に支障を及ぼすおそれがないと認められるものであること。

⑤強風や積雪等に耐えられる構造とすること。（参考：設計風速５０ｍ／ｓ）

⑥道路法面が雨水等による浸食を受けないような構造にするとともに、雨水の排

水対策を行うこと。また、浸食のおそれがある場合は、法面を保護する措置を

講ずること。

（８）設置条件

①太陽光発電設備が供給する電力の使用用途を明らかにすること。

②太陽光発電設備の設置により近隣地域に影響を与えるおそれがあることから、

設置にあたっては、事前に市道管理者（紀の川市）及び所轄警察署（岩出警察

署）と調整を図ること。また、原則として、地元の同意書を道路占用許可申請

書に添付すること。

③提出する占用計画書に基づき適切に履行すること。

④その他、占用の許可の条件を遵守すること。

（９）法令の遵守

道路に関する法令及びその他関係諸法規を遵守すること。

道路法若しくは道路法に基づく命令の規定又は占用の許可の条件に違反した場合、

占用期間内であっても許可の取消、変更等の命令を行う場合があります。

この場合、占用物件の移転、改築、除却、道路の原状回復等は、占用予定者の負

担で行うこととし、占用予定者への損失の補償は一切行いません。
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３．応募資格要件

次の要件をすべて満たす法人に限り応募することができます。

なお、地方公共団体の名義貸しによる主体はなり得ません。

（１）占用区域内において、次の①から③までに掲げる点検等を適確に行うことができ

るものであること。

①法面、防護柵、排水施設等の損傷、亀裂、剥離、変形等の有無の点検

②不法占用、不法投棄等の有無の点検

③法面、排水施設等の清掃、除草等の維持管理

（２）太陽光発電設備の設置又は運営に関与したことがあること、あるいは、現在、具

体的に他の太陽光発電設備の設置又は運営に着手していること（ただし、規模につ

いては共に１００ｋＷ以上であることを要件とする。）。

（３）次の①から④までの欠格事項のいずれにも該当しないものであること。

①役員に次の各号に該当するものがいること

ア．破産者で復権を得ていないもの

イ．禁固以上の刑に処せられ、その執行が終わり又は執行を受けることがなくな

った日から２年を経過しないもの

ウ．成年被後見人、被補佐人

②会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づく更正手続又は更正開始の申立てがなされて、更正手続開始の決

定又は再生計画認可の決定がなされているもの。

③次に該当するもの

ａ．暴力団員が実質的に経営を支配するしているもの又はこれに準ずるもの

ｂ．暴力団員が実質的に経営を支配するしているもの又はこれに準ずるものに再

委託するもの。

ｃ．警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配するもの又はこれに準ずるも

のとして、国土交通省公共事業等から排除要請があり、当該状態が継続してい

るもの。

④直近の３年間において、法人税、消費税及び地方消費税の滞納があるもの。

４．スケジュール

現地説明会 平成２７年 １月３０日

質問の受付 平成２７年 １月２０日～平成２７年 ２月 ６日

質問に対する回答 平成２７年 １月３０日～平成２７年 ２月１３日

申込書締切 平成２７年 ２月１３日

選定委員会 平成２７年 ２月２７日～平成２７年 ３月１３日

事業者の審査、決定 平成２７年 ２月２７日～平成２７年 ３月１３日

選定通知の発送 平成２７年 ３月２０日
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占用計画書の提出期限 平成２７年 ４月１７日まで

道路占用許可申請期限 平成２７年 ９月１８日まで

５．応募申込手続等

（１）申込方法

①郵送で申し込む場合（必ず簡易書留でお願いします。）

申込受付期間 平成２７年 １月１５日（木）から平成２７年 ２月１３日

（金）まで 【 ２月１３日必着のこと】

送付先 〒６４０－８２２７

和歌山市西汀丁１６番

和歌山河川国道事務所 道路管理第一課 宛

ＴＥＬ ０７３－４０２－０２６９

ＦＡＸ ０７３－４２５－７３３８

②持参する場合

申込受付期間 平成２７年 １月１５日（木）から平成２７年 ２月１３日

（金）まで 【午前９時から午後５時まで、ただし、土・日・祝日を除く】

提出先 和歌山市西汀丁１６番

和歌山河川国道事務所 道路管理第一課 （２Ｆ）

（２）質問書の提出

別紙様式⑦に必要事項を記載のうえ、上記期間内にＦＡＸにて、和歌山河川国

道事務所道路管理第一課宛に送付して下さい。回答は上記期間内に和歌山河川国

道事務所ホームページにて行います。

なお、質問書の送付時には、事前に電話連絡をお願いします。

また、質問者の競争上の地位その他正当な利益の保護の観点から、不開示とす

ることが妥当と判断したものについては、質問及び回答を公表せず、個別に回答

する場合があります。

（３） 現地説明会

平成２７年 １月３０日（金）に開催します。説明会に参加される場合は、必

ず １月２８日（水）１４時までに別紙様式⑧に必要事項を記載してＦＡＸして

ください。集合時間、集合場所等の詳細について、ＦＡＸにてお知らせします。

※なお、ＦＡＸ送信したにもかかわらず、 １月２９日（木）１７時までに

ＦＡＸでの連絡がない場合あるいは当日の緊急連絡については、お手数ですが、

上記送付先まで電話にてお問い合わせください。
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（４）応募に必要な書類（正１通が必要です。）

応募された書類は、評価・選定及び選定結果の公表以外の目的で応募者に無断で

使用しません。なお、提出された書類は、応募者に返却しません。

①応募申込書 別紙様式①

②法人概要 別紙様式②及び法人登記履歴事項全部証明書・印鑑証明書

③管理能力を有することを示した書面［３．（１）関係］別紙様式③

④履行実績・履行状況 ［３．（２）関係］ 別紙様式④

⑤事業計画概要 様式自由（図面等作成要）

⑥提案書 別紙様式⑤

⑦誓約書 別紙様式⑥

⑧法人税並びに消費税及び地方消費税に係る過去３年度における納税証明書

（５）内容の確認等

①提出された書類等について、ＦＡＸや電話で確認させていただく場合がありま

す。

②期限内に回答がない場合は、６．失格事項③「期間内に提出書類等が提出され

なかった場合」に該当するものとして、審査の対象から除外します。

６． 失格事項

次の要件に該当した場合は、審査の対象から除外します。

①提出書類の必要事項に記載がない場合あるいは必要な書類が添付されていな

い場合

②提出書類に虚偽の記載があった場合

③期間内に必要な書類等が提出されなかった場合

（提出書類への質問に対して回答が得られなかった又は不誠実であった場合を

含む。）

④その他不正行為があったと認められる場合

７．事業者の決定方法及び公表等

（１）決定方法

道路管理者は、提出書類により、参加資格の書類審査を行い、必要な資格を満たし

ているもののうちから、和歌山河川国道事務所が設置する「紀北東道路太陽光発電設
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備占用予定者選定委員会」において、プレゼンテーションを行っていただいた上で、

（３）評価項目により、公平かつ客観的に審査し、占用予定者を決定します。

選定結果については、決定された者に平成２７年 ３月２０日（金）付けで決定

の通知を行うとともに、同日、和歌山河川国道事務所のホームページにて公表します。

（２）プレゼンテーション

「紀北東道路太陽光発電設置占用予定者選定委員会」の中で行っていただきます。

詳細については別途連絡します。

なお、プレゼンテーションは、事前に提出していただく募集提案の内容に基づき

行っていただきます。追加提案及び提案内容の変更は認められません。
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（３）評価項目

企画された提案施策を審査する際の基準は、概ね以下のとおりとします。

※審査項目の（ ）内は配点ウエート

審査項目 中項目 審査基準

事業計画 事業費の積算 ①事業費の積算及び事業費の資金調達計画

（２０） が適切であるか。

事業のスケジュール ②事業スケジュールが適切であるか。

施行計画、施工方法 ③施行計画及び施工方法が適切に計画され

ているか。

安全性 ④太陽光パネルの設置に係る強度等の安全

性は確保されているか。

原状回復 ⑤事業期間終了後の原状復帰計画が確実で

あるか。

事業遂行 運営実績 ①太陽光発電設備の設置運営等について

（１０） 実績を有しているか。

経営能力 ②長期に事業を遂行できる経営能力を有

しているか。

維持管理 設備管理 ①太陽光発電設備本体の維持管理方法は適

（４０） 切であるか。

占用区域の道路管理 ②法面、防護柵、排水施設等の点検内容は

適切であるか。

③不法占用、不法投棄等の点検内容は適切

であるか。

④法面、排水施設等の清掃、除草等の維持

管理は十分な内容となっているか。

⑤その他、道路維持管理への協力が行われ

る内容はあるか。

占用物件の維持 ⑥占用物件を適正に維持できる管理能力を

管理能力 有しているか。

緊急時の対応 ⑦第三者に影響を与えるような事態等の緊

急時の対応策、体制等は十分な内容とな

っているか。

環境・施策 環境対策 ①道路利用者や農作物、周辺地域の住民に

（３０） 対する環境対策は十分か。

有益な施策 ②占用区域以外において行う道路維持管理

への協力や道路利用者に寄与するような施

策はどのようなもので、どの程度行うこと

ができるか。
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８．占用許可申請

（１）選定された占用予定者は、占用計画書を提出し確認を受けた後、次の関係書類

を添えて、和歌山河川国道事務所和歌山国道維持出張所に道路占用許可申請書の

提出を行ってください。

①位置図

②平面図

③構造図

④現地写真

⑤その他

※ 道路占用許可申請書の提出部数は正本１部・副本２部の計３部です。

なお、道路占用許可申請書は無償で配布します。

下記ＵＲＬからもダウンロードが可能です。

http://www.kkr.mlit.go.jp/wakayama/senyoukyoka/index.html
（２）道路占用許可申請書の提出期限は、平成２７年 ９月１８日（金）までとしま

す。

（３）特段の理由なく、上記期限内に占用許可申請を行わない場合は、決定を取り消

すことがあります。

９．費用負担

道路占用料等、公租公課、その他事業実施にあたり必要な費用、本公募への応募及

び占用許可申請に関する一切の費用は、申込者の負担とします。

10．問い合わせ先

〒６４０－８２２７ 和歌山市西汀丁１６番

国土交通省近畿地方整備局和歌山河川国道事務所 道路管理第一課

担当 奥畑 ＴＥＬ（０７３）４０２－０２６９

ＦＡＸ（０７３）４２５－７３３８
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別紙様式①

紀北東道路法面太陽光発電設備占用予定者応募申込書

平成 年 月 日

近畿地方整備局長 殿

〒 －

住所（所在地）

法人名

代表者氏名 印

（事務担当者）

所属部署

氏名

電話

FAX

紀北東道路法面太陽光発電設備占用予定者の公募に対し、募集要項の各条項を承知の

うえで、下記のとおり応募します。

なお、この申請書及び関係書類の記載内容については、事実と相違ありません。

記

１．添付書類（内容については、募集要項で確認願います。）

①法人概要 別紙様式②

②法人登記履歴事項全部証明書

③印鑑証明書

④管理能力を有することを示した書面 別紙様式③

⑤履行実績・履行状況 別紙様式④

⑥事業計画概要 様式自由（図面等作成要）

⑦提案書 別紙様式⑤

⑧誓約書 別紙様式⑥

⑨法人税並びに消費税及び地方消費税に係る過去３年度における納税証明書
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別紙様式②

法人概要

住所（所在地）

法人名

会社設立の年月日 年 月 日

目的（代表的なものを記載）

資本金 金 円

従業員数

法令による許認可等
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別紙様式③

管理能力を有することを示した書面

法人名

占用区域内において、次の①から③までに掲げる点検等を的確に行うことができること

を示すこと。

①法面、防護柵、排水施設等の損傷、亀裂、剥離、変形等の有無の点検

②不法占用、不法投棄等の有無の点検

③法面、排水施設等の清掃、除草等の維持管理
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別紙様式④

太陽光発電設備の設置又は運営に関与の実績 あるいは、現在、他の太陽光発電設備

の設置又は運営に着手している履行状況

（規模については共に１００ｋＷ以上であることを要件とする。）

法人名

実績又は履行状況を記載する。



- 14 -

様式自由

事業計画概要

法人名

（各項目を記載する。）

太陽光発電設備が供給する電力の使用用途

事業費の積算（資金調達計画等）

事業のスケジュール

施工計画、施工方法

設備内容

添付図面

・位置図

・平面図

・構造図

・その他必要となる図面

安全性

原状回復計画
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別紙様式⑤

提案書

法人名

（各項目に対する提案を記載する。別紙記載も可能）

・設備管理について

・道路管理について

・占用物件の維持管理能力について

・緊急時の対応について

・環境対策について

・有益な施策について
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別紙様式⑥

平成 年 月 日

近畿地方整備局長 殿

住所（所在地）

法人名

代表者氏名 印

紀北東道路太陽光発電設備占用予定者の応募に際して、下記のとおり誓約いたします。

記

①暴力団又は暴力団関係者（暴力団の構成員及び暴力団に自発的に資金、便宜を供与する

等協力し又は暴力団若しくは暴力団構成員を利用する等、これに交わりを持つ者）又は、

暴力団員が実質的に経営を支配する会社ではないことを誓約いたします。

②暴力団又は暴力団関係者（暴力団の構成員及び暴力団に自発的に資金、便宜を供与する

等協力し又は暴力団若しくは暴力団構成員を利用する等、これに交わりを持つ者）又は、

暴力団員が実質的に経営を支配するものとは再委託しないことを誓約します。

③警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれらに準じるものとして、

排除要請があったときは、参加資格を満たさないものとされることに異存はありません。
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別紙様式⑦

質 問 書

平成 年 月 日

和歌山河川国道事務所 道路管理第一課 宛

法人の名称

担当者所属

電話番号

ＦＡＸ番号

質問事項
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別紙様式⑧

現地説明会参加申込書

平成 年 月 日

和歌山河川国道事務所 道路管理第一課 宛

（ＦＡＸ：０７３－４２５－７３３８）

下記のとおり、紀北東道路法面太陽光発電設備設置現地説明会への参加を申し込みます。

法人の名称

開催日 平成２７年 １月３０日（金）

参加者

所属・氏名

※参加は、２名までとします。

※募集要項は、各自お持ちの上ご参加下さい。

連絡先

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

平成２７年 １月２８日（水）午後２時 必着
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別紙１

一般条件（案）

１．許可書に記載されている内容及び条件並びに以下に掲げる条件に違反したときは、許

可を取り消し道路を原状に回復させることがある。

２．占用に関する工事に着手しようとするとき又は完了するときは、その３日前までに担

当出張所長に届出書を提出し、指示、監督、検査を受けること。

３．許可を受けた工事期間内に着手できない特別の事情があるとき又は竣工する見込みが

ないときは、あらかじめ、工期の変更について道路占用許可申請書を提出し、その許可

を受けること。

４．交付を受けた道路占用許可標識は指定場所に掲出すること。

５．道路占用者は、道路法、同法施行令その他関係法令を遵守するとともに、占用物件を

常時良好な状態に保つように管理し、もって道路の構造又は交通に支障を及ぼさないよ

う努めなければならないこと。なお、これらのことについて、担当出張所長が指示した

ときはその指示に従うこと。

６．住所もしくは事業所等の位置又は氏名もしくは商号を変更したときは３０日以内に担

当出張所を経由して届け出ること。

７．占用の期間が満了した場合または占用を廃止した場合は担当出張所を経由して届け出

て原状回復についての指示を受けること。

８．占用期間満了後も引き続き占用をしようとする場合は、満了１５日前までに新たに道

路占用許可申請書を提出し許可を受けること。

９．占用により道路を損傷したときは、担当出張所長の指示を受けて占用者の負担により

復旧すること。

10．占用により道路管理者に損害を与え又は第３者と紛争を生じたときは、占用者の責

任において解決すること。

11．道路工事その他当局において必要があると認めて占用物件の除去・改築等を命じたと

きは、指定の日までに占用者の負担においてこれを履行すること。

12．相続、合併、その他の一般承継を受けた者は、その承継の日から３０日以内に担当出

張所を経由して届け出ること。

13．占用物件を修繕し（掘削の伴わない同一種類の材料・規格により行うものを除く）又

は構造を変更しようとするときは、あらかじめ担当出張所に届け出て必要な指示を受け

ること。

14．占用料金は別途（分任）歳入徴収官が発行する納入告知書により指定期限までに国庫

に納入すること。

15．道路法施行令の改正により、占用料の額を変更することもある。

※条件は占用許可時に追加、変更することもあります。
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別紙２

特記条件（案）

１．占用物件の移転、改築、除却等の費用及び太陽光発電事業終了後の除却費用について

は占用者が負担すること。

２．道路に関する工事に伴って占用物件が支障となった場合は、占用者は占用物件の移転、

除却等に速やかに応じるとともに、その費用について負担すること。

３．道路に関する維持管理又は工事を行うために道路管理者が占用区域内に立ち入ること

を妨げないこと。

４．占用物件の落下、剥離、老朽、汚損がないように定期的に点検等を実施するとともに

、落下物が生じた場合には、速やかに改修等の措置を行うこと。

５．占用物件に起因する事故等については、全て占用者の責任に帰することし、占用者の

負担において解決すること。

６．占用計画書に基づく道路構造物等の点検等を行い、定期的に報告すること。

７．道路構造物等の点検等により、異常等を発見した場合には、速やかに担当出張所長に

報告し、その指示に従うこと。

８．占用計画書に定める事項のうち、点検等の体制の変更をしようとするときは、担当出

張所を経由して届け出ること。

９．その他、占用計画書に基づき適切に履行すること。

※条件は占用許可時に追加、変更することもあります。



別添図面

設置場所



凡例

：設置場所












